


今後とも大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成

長戦略を一体的に進める経済財政運営の枠組みを堅持し、民需主導の自

立的な成長とデフレからの脱却に向け、経済状況等を注視し、躊躇なく

機動的なマクロ経済運営を行っていく。」としている。

また、「令和５年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針につい

て」の中で、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」及び「経済財

政運営と改革の基本方針２０２１」に基づき、経済・財政一体改革を着

実に推進する。ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあっては

ならない。歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底

して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化する。」としている。

（本町の財政状況と見通し）

一方、令和３年度決算における本町の財政状況は、歳入については町

税収入の伸びは前年度から微増、地方交付税が追加交付による影響で増

加となり、歳出については、社会保障関係費の増大による扶助費の増加

を始めほとんどの性質別区分において増加となった。また、財政構造の

弾力性を示す経常収支比率は９１．５％と前年度より３．０ポイント回

復し、地方債については、さわやかホール建設に伴う借入償還の終了に

よって地方債残高は普通会計で約１１０億円となり、昨年度から約８，

１００万円減少しているものの今後、ごみ処理関係施設等の大型事業や

公共施設等の老朽化による更新や修繕事業等が控え、将来にわたり多額

の債務を抱える見込みである。

また、少子高齢化対策に伴う社会保障関連経費が伸びているなかで、

令和元年度及び令和２年度と２年連続で赤字となっていたが、令和３年

度は普通交付税の追加交付等によって黒字となっている。しかしながら、

新型コロナウイルス感染症の拡大及びその影響は継続しており、加えて



原油価格や物価の高騰、急激な円安などを背景とした企業収益の悪化が

懸念され、今後の財政環境は予断を許さない状況である。

このような中、令和５年度の財政見通しについては、歳入では新型コ

ロナウイルス感染症の拡大による経済活動の停滞に伴う法人及び個人住

民税の減収並びに税を財源とする交付金、地方交付税についても現状は

不透明である。一方、歳出では社会保障関連経費や公共施設の維持・更

新経費のさらなる増大が見込まれる状況であり、さらに終息が見通せな

い新型コロナウイルス感染症への対応、対策の継続を想定すると同時に、

収束後を見越して国の経済対策と連動した取組やポストコロナを見据え

た施策を展開していく必要がある。

（予算編成）

このような状況において、令和５年度の予算編成においても、令和４

年度同様財源不足が生じることが見込まれ、限られた財源の中で事業効

果を得るための内容変更はもちろんのこと、廃止・縮減を含めた事業の

取捨選択とともに、より一層、質の高い行政サービスの提供とコスト意

識の向上に努め、効率的な事業計画を図られたい。

また、令和５年度は、第５次広陵町総合計画の基本計画に定める政策

目標の達成に向け、ＳＤＧｓの考え方を反映した主要施策の推進を図る

とともに、「広陵町まち・ひと・しごと創生総合戦略」により、地域の

課題解決に向けた重点施策に取り組んでいく必要がある。

こうした観点に立って、積極的に自主的な財源確保や事務事業の見直

し等により確保した限られた財源を効率的かつ効果的に活用し、職員一

人ひとりが厳しい財政状況を認識し、多様化する行政課題に迅速かつ着

実に対応できる予算編成に当たられたい。



１ 一般的事項

国の予算、地方財政計画等が決定していないため、原則として、現行の財政制度に基づ

き年間予算を編成すること。

なお、年度途中の補正は、制度の改正に伴うもの、災害関係経費等緊急なもの及び当初

予算編成の段階で特に協議したもの等、真にやむを得ないものについてのみ行い、一般的

な補正は行わないものとする。

(1) 扶助費を除く経常経費の要求額については、積算を正確に行うとともに経費の内容

を十分検討し、積極的に節減に努め、予算要求されたい。なお、要求額については、光

熱費等物価上昇によるやむを得ないものを除き、原則、令和４年度当初予算額を上限と

すること。

(2) 扶助費については、少子高齢化等の影響により増加することが見込まれるが、

国等における最新の状況を収集しつつも、必要最小限の要求額とすること。

(3) 投資的事業は､「第５次広陵町総合計画」の基本計画の政策目標実現に資する事業及

び「令和５年度主要事業」を主体とし、公共投資は緊急必要性のあるもののみとする。

また、投資的事業の財源は、安易に地方債に依存することなく補助金等の財源を積極

的に確保した上で、事業規模、事業効果等を十分検討し、後年度の財政負担の増大を極

力回避すべく配慮すること。したがって、補助事業にあっては、関係機関との連絡を密

にしながら積極的に最新の情報を収集し、確実な財源を把握するとともに、無用な一般

財源の負担とならないよう事業内容等を検討すること。

また、事業の執行に当たっては、進捗管理を徹底し、年度末（３月３１日）には、確



実に完了できるよう特に留意すること。（原則として、当初から複数年度にまたがる事

業以外の繰越は認めないこととする。）

(4) 議会及び監査委員の意見や指摘事項等については、その趣旨を踏まえ、速やかに

改善を図ること。

２ 歳入に関する事項

歳入予算の見積もりに当たっては、自主財源の確保及び依存財源の的確な捕捉に努める

こと。

(1) 町税

税制改正及びコロナ禍における経済の動向を十分考慮し、確実かつ最大限の収入見込

額を計上すること。税負担の公平性確保のため、課税客体の完全捕捉と徴収率の一層の

向上に努めること。

(2) 分担金及び負担金

事業の性格、実施規模及び受益の限度額を十分検討し、確実な収入額を計上するこ

と。

(3) 使用料及び手数料

住民負担の公平性確保の視点と受益者負担の原則に立ち、適正料率を再検討すると

ともに対象件数等を的確に把握すること。また、近隣市町との較差等を説明する資料

を必ず作成すること。

(4) 国庫支出金・県支出金



国及び県の予算編成や補助制度の動向を注視し、予算額を下回ることがないよう確

実な見込額を計上すること。過大な見積もりや安易な一般財源への振替を行うことの

ないよう留意すること。

(5) 町債

国の地方債計画等は未確定であるが、事業の適債性及び後年度の財政負担を考慮し、

現行制度の交付税算入率及び充当率をよく検討のうえ、的確な見込額を計上すること。

(6) その他

各種団体等の助成金・交付金をよく注視し、また、新たな収入源の発掘に積極的に取

り組み、財源の確保を図ること。

３ 歳出に関する事項

歳出予算の見積もりに当たっては、限られた財源を有効に活用するため、事業効果や住

民ニーズを踏まえながら選択を行うとともに、事務事業について徹底した見直しを行い、

更なる節減、合理化及び効率化に努め、事業精査すること。

(1) 給与費（報酬を除く。）

職員の適正な配置と事務の見直しにより総人件費の抑制を図るとともに、再任用職員、

会計年度任用職員等の適正な活用に取り組むこと。

会計年度任用職員については、新規・継続雇用にかかわらず必ず秘書人事課と担当課

が協議のうえ適正な予算要求を行うこと。なお、会計年度任用職員の配置にあっては必

要最小限に留めること。

(2) 旅費



年間出張回数等を十分精査のうえ、必要最小限に留めること。

なお、従来に引き続き各種全国大会等への出席は、原則認めない。また、出張時は

原則公用車を使用すること。〔執行時の留意点参照〕

(3) 消耗品費

事務用消耗品については原則として物品購買基金を利用するなど節減に努め、必要最

小限に留めること。

また、コピー用紙の使用量抑制に努めること。なお、インターネットを最大限に活

用し、図書、追録、新聞、雑誌等は必要性を十分精査のうえ削減すること。

(4) 食糧費

食糧費取り扱い基準を踏まえ、必要最小限に留めること。〔執行時の留意点参照〕

（5) 光熱水費

過去２年以上の使用実績を考慮し、必要最小限に見積もること。電気代は、施設を所

管する課にあっては、１年を通じて時期により契約電力量と最大電力消費量との著しい

乖離がある場合は、その傾向を把握し、契約電力の変更を適宜行うこと。地球温暖化防

止などの観点から、積極的な節減に努め、今後も節電対策を継続すること。

(6) 修繕料

施設・機器等の修繕は緊急性等を考慮し、一定額の範囲内で計画するとともに必要

最小額を計上し、不要不急なものの計上は厳に慎むこと。

なお、施設の修繕は、「広陵町公共施設長寿命化（保全）計画」を見据え、計画を立

て予期しない緊急修繕がないよう日頃から点検を行い、予防に努めること。

(7) 委託料



安易に従前どおりの方式にとらわれることなく、委託業務の種類、内容、項目、数

量、程度を見直すとともに、同種の委託業務の場合の統合、新規委託の場合は、事業

の合理化、効率化について精査すること。

また本来、委託料ではなく、他の科目で要求するべきものが見受けられるので、内容

等から判断し、予算要求すること。

(8)使用料及び賃借料

使用料のうち物品に係るリースについては、支払を分割することで一括支払する

より多額となることから、安易に従前どおりのリースにとらわれることなくリース

することによる効果や購入とリースの場合の費用比較を十分検討すること。

(9) 備品購入費

一般事務用備品及び管理用備品は原則として、破損・故障による現品の交換など、

緊急やむを得ないものに限る。また、購入とリースの場合の費用比較を十分検討する

こと。

投資的事業ともいえる施設備品及び設備備品は、主要事業に採択されない限り原則

として認めない。

なお、「備品購入内訳書（別紙様式）」を添付すること。

予算要求していない備品について、絶対に購入しないこと。緊急やむを得ない

ものについては、必ず事前に財政担当課長に協議すること。また、予算執行の際

に、予算要求した内容を変更する場合も、必ず事前に、財政担当課長に協議する

こと。

(10) 負担金、補助及び交付金

県内各団体で構成される協議会等の年会費、研修会等の参加負担金など、内容と必

要性を十分精査すること。



町単独補助金で補助目的を達成したもの、社会情勢の変化に伴い実情に合致しなく

なったものなど、効果の小さい補助金については、廃止又は縮小若しくは内容の見直

しを検討すること。

また、補助要綱のないものは、認めない。

なお、「各種団体補助金交付調書（別紙様式）」を添付し、事業概要・決算状況等

を説明し得るよう内容を十分精査すること。

(11) 投資的事業費

前述の「第５次広陵町総合計画」の基本計画の政策目標実現に資する事業及び「令

和５年度主要事業」を優先とし、後年度の財政負担についても慎重に検討のうえ計上

すること。

また、事務費が認められない補助事業については、その費目での事務費は計上しな

いこと。

なお、「投資的事業説明書（別紙様式）」を添付すること。

(12) 前各号を通じ緊急性に欠ける経費及び予備的経費は、絶対に計上しないこと。

(13) 予算流用については、各科目を通じ原則として認めないので、計上漏れのないよ

う注意すること。万一、予算執行において大幅な予算流用の必要が生じた場合は、

原則として補正予算対応となるので、必ず事前に財政担当課長協議を行うこと。

４ 予算査定時には、要求額の根拠となる基礎数値（見積書、積上等）の確認を行うので、

要求する際に各担当者において準備、把握して予算見積もりすること。

５ 特別会計については、前記した事項に準じ収支の均衡を図り、繰入金の安易な増額に依

存しない独立採算性を基本とすること。



６ 予算要求書の入力期限

令和４年１１月１０日（木） 厳守

７ 予算要求説明資料の提出について

(1) 提出期限 令和４年１１月１０日（木） 厳守

(2) 提 出 先 総務課財政係（担当者のメールアドレスあてに文書を添付して、

提出のこと。）

(3) 提出書類 ・投資的事業説明書（Ａ４）

・備品購入内訳書（Ａ４）

・各種団体補助金交付調書（Ａ４）


